
道人事委員会規則

〇職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則の一部を改正する規則…… １
〇北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則………………… １
〇北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則……… １
〇初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則……………………………………… １
〇給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則………………………………………… ３
〇管理職手当に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………… ３
〇給与の支給に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………… ４
〇特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………… ４
〇給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則…………………………………… ５
〇地域手当に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………… ５
〇初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則等の一部を改正する規則…………………… ５
〇北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則…………………… １１
〇北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則……………… １２
〇管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則…………………………………… １３
〇公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則………… １４
〇北海道人事委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則……………… １４

道人事委員会告示

〇北海道職員の給料表の適用範囲に関する規則に基づく給料表の適用範囲指定の一部改
正………………………………………………………………………………………………… １５
〇へき地学校及びその級別の指定の一部改正………………………………………………… １５
〇へき地学校に準ずる学校の指定の一部改正………………………………………………… １５
〇特別の地域に所在する学校の指定の一部改正……………………………………………… １５

道 人 事 委 員 会 規 則

職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則の一部を改正する規則をここに
公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則６－３８

職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則の一部を改正する規則
職員の任用に関する権限の一部を任命権者に委任する規則（北海道人事委員会規則６－
６）の一部を次のように改正する。
別表第１の監査委員の項中「課長の職」を「課長の職及びこれに相当する職として人事委
員会が認める職」に改める。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１７４

北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則
北海道職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２７）の一部を
次のように改正する。
別記様式その３中「６４」を「６２」に改める。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公
布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１７５

北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則
北海道地方警察職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２９）
の一部を次のように改正する。
別記様式その２の２中「６４」を「６２」に改める。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日
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北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１７６

初任給調整手当に関する規則の一部を改正する規則
初任給調整手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－１３７）の一部を次のように改正
する。
第２条第１項第２号中「道職員給与条例第１０条の２第１項の規定」を「同条の規定」に改
め、同条に次の１項を加える。
３ 道職員給与条例第８条の２第１項第３号に規定する職は、道職員給与条例別表第４イ医
療職給料表�の適用を受ける職員の職で獣医学に関する専門的知識を必要とすると人事委
員会が認めるものとする。この場合においては、前項ただし書の規定を準用する。
第３条を次のように改める。
（職員の範囲）
第３条 道職員給与条例第８条の２第１項の規定により初任給調整手当を支給される職員は、
次の各号に掲げる職員とする。
� 前条第１項に規定する職に採用された職員及び同条第２項に規定する職に採用された
職員（医師法（昭和２３年法律第２０１号）に規定する医師免許証又は歯科医師法（昭和２３
年法律第２０２号）に規定する歯科医師免許証を有する者に限る。）であって、その採用
が、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学（以下「大学」という。）卒業
の日から３７年（医師法に規定する臨床研修（第６条において「臨床研修」という。）を
経た者にあっては３９年、医師法の一部を改正する法律（昭和４３年法律第４７号）による改
正前の医師法に規定する実地修練（第６条において「実地修練」という。）を経た者に
あっては３８年）を経過するまでの期間（旧専門学校令による専門学校等で人事委員会の
定めるものを卒業した者にあっては、人事委員会の定めるこれに準ずる期間。以下「経
過期間」という。）内に行われたもの

� 前条第３項に規定する職に採用された職員（獣医師法（昭和２４年法律第１８６号）に規
定する獣医師免許証を有する者に限る。）であって、その採用が、大学卒業の日から１７
年を経過するまでの期間内に行われたもの
第４条第２号中「前条」の次に「第１号」を加え、同条に次の１号を加える。
� 前条第２号に規定する期間内に新たに第２条第３項に規定する職を占めることとなっ
た職員で獣医師法に規定する獣医師免許証を有するもの
第５条中「３５年」の次に「（第２条第３項に規定する職を占める職員にあっては１５年）」
を加える。
第６条第１項中「３５年」の次に「（第２条第３項に規定する職を占める職員にあっては１５
年）」を、「４年（」の次に「第２条第１項又は第２項に規定する職を占める職員であっ
て、」を加える。

第７条中「３５年」の次に「（第２条第３項に規定する職を占める職員にあっては１５年）」
を加え、「同項」を「前条第１項」に改める。
第９条中「経過期間」を「第３条第１号に規定する経過期間（第２条第３項に規定する職
を占める職員にあっては、第３条第２号に規定する期間）」に改める。
第１０条中「（以下「国家公務員等」という。）」を削り、「人事委員会が定めるものが」
を「人事委員会が定めるもの（以下「国家公務員等」という。）が第２条第１項又は第２項
に規定する職を占める」に改める。
別表を次のように改める。
別表（第６条関係）

職員の区分

期間の区分

第２条第１項
第１号の職を
占める職員

第２条第１項
第２号の職を
占める職員

第２条第２項
の職を占める
職員

第２条第３項
の職を占める
職員

１ 年 未 満 ４１０，９００円 ３０６，０００円 ５０，０００円 ３６，４００円

１年以上２年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ５０，０００ ３６，４００

２年以上３年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ５０，０００ ３６，４００

３年以上４年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ５０，０００ ３６，４００

４年以上５年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ５０，０００ ３６，４００

５年以上６年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ５０，０００ ３６，４００

６年以上７年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ４８，２００ ３６，４００

７年以上８年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ４６，４００ ３６，４００

８年以上９年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ４４，６００ ３６，４００

９年以上１０年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ４２，８００ ３６，４００

１０年以上１１年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ４１，０００ ３０，３００

１１年以上１２年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ３９，２００ ２４，２００

１２年以上１３年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ３７，４００ １８，１００

１３年以上１４年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ３５，６００ １２，０００

１４年以上１５年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ３４，２００ ６，０００

１５年以上１６年未満 ４１０，９００ ３０６，０００ ３２，８００

１６年以上１７年未満 ４０６，５００ ３０２，７００ ３１，４００

１７年以上１８年未満 ４０２，１００ ２９９，４００ ３０，０００

１８年以上１９年未満 ３９７，７００ ２９６，１００ ２８，６００
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１９年以上２０年未満 ３９３，３００ ２９２，８００ ２７，２００

２０年以上２１年未満 ３８８，９００ ２８９，５００ ２５，８００

２１年以上２２年未満 ３６９，６００ ２７５，８００ ２５，２００

２２年以上２３年未満 ３４９，９００ ２６１，８００ ２４，６００

２３年以上２４年未満 ３３０，７００ ２４８，４００ ２３，７００

２４年以上２５年未満 ３１１，４００ ２３４，６００ ２３，１００

２５年以上２６年未満 ２９２，０００ ２２１，０００ ２２，５００

２６年以上２７年未満 ２６９，４００ ２０３，４００ ２１，９００

２７年以上２８年未満 ２４７，２００ １８６，４００ ２１，３００

２８年以上２９年未満 ２２４，９００ １６９，２００ ２０，６００

２９年以上３０年未満 ２０２，２００ １５１，６００ ２０，３００

３０年以上３１年未満 １７７，５００ １３３，７００ １９，９００

３１年以上３２年未満 １５２，７００ １１５，５００ １９，３００

３２年以上３３年未満 １２８，２００ ９７，７００ １８，５００

３３年以上３４年未満 ９０，２００ ７１，７００ １７，６００

３４年以上３５年未満 ５５，０００ ４７，５００ １６，９００

備考
この表において期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第４条各号の職員
となった日以後の期間を示す。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１７７

給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
給料の調整額に関する規則（北海道人事委員会規則７－１８８）の一部を次のように改正す
る。
別表第１家畜保健衛生所の項中「及び室長」を削り、同表肢体不自由児総合療育センター
の項中「総看護師長、」を削り、同表中央乳児院の項を削り、同表向陽学院及び大沼学園の
項を次のように改める。

向陽学院及び大沼学
園

� 寮において児童と起居を共に
する児童自立支援専門員

４

� 児童自立支援専門員（�に掲
げる者を除く。）

� 児童の教育及び指導に直接従
事することを本務とする福祉指
導員

� 寮において児童と起居を共に
する児童生活支援員

３

� 児童生活支援員（�に掲げる
者を除く。）

� 自立支援課長

２

� 院長又は園長 １

別表第１市町村立の小学校及び中学校の項中第２号の次に次の１号を加える。

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４４条に規定する児童自立支援施設において、

教育に直接従事することを本務とする職員

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則７－１１７８

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

管理職手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－２６７）の一部を次のように改正する。

別表第１アの表本庁の項中
「
総括文書専門員 ３種

」
を削り、

「主幹」を「主幹主任文書専門員」に改め、同表肢体不自由児総合療育センターの項中

「
庶務課長
総看護師長

５種

」
を
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「
総看護師長 ４種

庶務課長 ５種
」

に改め、同表中央乳児院

の項を削り、同表向陽学院の項及び大沼学園の項中
「
庶務課長 ５種

」
を

「
自立支援課長 ４種

」
に改め、同表競馬事務所

の項を削り、同表北方建築総合研究所の項中「企画指導室長」を「室長」に改める。

別表第１イの表教育研究所の項中「庶務課長」を「管理課長研究主幹」に改め、同表教育研究所附

属情報処理教育センターの項中
「
センター長 ３種

」
を

「
センター次長 ５種

」
に改め、同表理科教育セ

ンターの項を次のように改める。

教育研究所附属理
科教育センター

センター次長 ５種

別表第１オの表監査委員事務局の項中「課長」を「課長監査参事」に改める。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則７－１１７９

給与の支給に関する規則の一部を改正する規則

給与の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２８０）の一部を次のように改正する。

第１４条第１項各号を次のように改める。

� 動脈硬化性心臓疾患

� 悪性新生物

� 高血圧症による中枢神経系の血管損傷
第１４条第２項中「その他人事委員会が特に必要と認めるもの」を削る。
第１６条の３及び第１６条の４中「４０時間」を「３８時間４５分」に改める。
第２２条の２第３項中「８時間に１８」を「毎年４月１日から翌年３月３１日までの間における
道職員勤務時間等条例第１０条及び学校職員勤務時間等条例第１０条に規定する祝日法による休
日（土曜日に当たる日を除く。）及び年末年始の休日（日曜日又は土曜日に当たる日を除
く。）の日数に相当する数の合計に７時間４５分」に改め、同条第４項中「８時間」を「７時
間４５分」に改める。

附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の給与の支給に関する規則（以下「改正
前の規則」という。）第１４条第１項に掲げる疾病のうちこの規則による改正後の給与の支
給に関する規則（以下「改正後の規則」という。）第１４条第１項に掲げる疾病以外の疾病
（以下「旧１項疾病」という。）により病気休暇の承認を受けている職員又はこの規則の
施行の日（以下「施行日」という。）の前日から旧１項疾病による病気休暇の承認を受け
ていた職員で施行日以後に引き続き病気休暇の承認を受けることとなったものの、施行日
から起算して９０日を経過するまでの間の改正後の規則第１４条第１項各号の規定の適用につ
いては、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。
３ この規則の施行の際現に改正前の規則第１４条第２項に掲げる疾病のうち改正後の規則第
１４条第２項に掲げる疾病以外の疾病（以下「旧２項疾病」という。）にかかり法第２８条第
２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされている職員又は施行日の前日から旧２項疾
病にかかり当該事由に該当して休職にされている職員で施行日以後に引き続き当該事由に
該当して休職にされたものの、施行日から起算して３月を経過するまでの間の改正後の規
則第１４条第２項の規定の適用については、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。
４ 前２項の規定にかかわらず、これらの規定により難い特別の事情があるときは、任命権
者はその都度人事委員会と協議して別段の取扱いをすることができる。

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１８０

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則
特地勤務手当等に関する規則（北海道人事委員会規則７－３５７）の一部を次のように改正
する。
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別表アの表網走の項中
「
斜里町ウトロ東 ウトロ診療所

」
を

「
斜里町ウトロ東
斜里町ウトロ西

ウトロ診療所
環境生活部環境局自然環境課斜里町分室

」
に改め、同表

に次のように加える。

根室 羅臼町栄町 環境生活部環境局自然環境課羅臼町分室 １級地

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１８１

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則
給料表の適用範囲に関する規則（北海道人事委員会規則７－４０４）の一部を次のように改
正する。
第６条中「、乳児院」を削る。
第７条中「、家畜保健衛生所又は競馬事務所」を「又は家畜保健衛生所」に改める。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

地域手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１１８２

地域手当に関する規則の一部を改正する規則
地域手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－１１０７）の一部を次のように改正する。
附則第３項中「１００分の１３」を「１００分の１４」に改める。
附則別表中「１００分の１６」を「１００分の１７」に、「１００分の１３」を「１００分の１４」に改める。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則７－１１８３

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則等の一部を改正する規則

（初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正）

第１条 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（北海道人事委員会規則７－４０５）の一

部を次のように改正する。

別表第１エの表３級の項中「教頭」を「副校長又は教頭」に改める。

別表第１オの表２級の項の次に次のように加える。

特 ２ 級 中学校又は小学校の主幹教諭の職務

別表第２エの表中
「

教 頭

」
を
「

副 校 長

教 頭

」
に改める。

別表第２オの表を次のように改める。
別表第２ 級別資格基準表（第４条関係）
オ 中学校及び小学校教育職給料表級別資格基準表

職 種 学歴免許等
職 務 の 級

１ 級 ２ 級 特２級 ３ 級 ４ 級

校 長

大 学 卒 別に定める 別に定める 別に定める
０

短 大 卒 別に定める 別に定める 別に定める
０

教 頭

大 学 卒 別に定める 別に定める
０

短 大 卒 別に定める 別に定める
０

主 幹 教 諭

大 学 卒 別に定める
０

短 大 卒 別に定める
０
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教 諭
養 護 教 諭
栄 養 教 諭
講師（任用の期限を付
さないものに限る。）

大 学 卒
０

短 大 卒
０

講師（任用の期限を付
さないものを除く。）
助 教 諭
養 護 助 教 諭

大 学 卒 別に定める
０

短 大 卒 別に定める
０

高 校 卒 別に定める
０

備考

この表を適用する場合における職員の経験年数については、高等学校教育職給料表級

別資格基準表の備考第１項の規定を準用する。

別表第７オの表を次のように改める。

オ 中学校及び小学校教育職給料表昇格時号俸対応表

昇格した日の
前日に受けて
いた号俸

昇 格 後 の 号 俸

２級 特２級 ３級 ４級

１ １ １ １ １

２ １ １ １ １

３ １ １ １ １

４ １ １ １ １

５ １ １ １ １

６ １ １ １ １

７ １ １ １ １

８ １ １ １ １

９ １ １ １ １

１０ ２ １ ２ １

１１ ３ １ ３ １

１２ ４ １ ４ １

１３ ５ １ ５ １

１４ ６ １ ６ １

１５ ７ １ ７ １

１６ ８ １ ８ １

１７ ９ １ ９ １

１８ １０ １ １０ １

１９ １１ １ １１ １

２０ １２ １ １２ １

２１ １３ １ １３ １

２２ １４ １ １４ １

２３ １５ １ １５ １

２４ １６ １ １６ １

２５ １７ １ １７ １

２６ １８ １ １８ １

２７ １９ １ １９ １

２８ ２０ １ ２０ １

２９ ２１ １ ２１ １

３０ ２２ １ ２２ １

３１ ２３ １ ２３ １

３２ ２４ １ ２４ １

３３ ２５ １ ２５ １

３４ ２６ １ ２６ １

３５ ２７ １ ２７ １

３６ ２８ １ ２８ １

３７ ２９ １ ２９ １

３８ ３０ ２ ３０ １

３９ ３１ ３ ３１ １

４０ ３２ ４ ３２ １

４１ ３３ ５ ３３ １

４２ ３４ ６ ３４ １

４３ ３５ ７ ３５ １

４４ ３６ ８ ３６ １

４５ ３７ ９ ３７ １

４６ ３８ １０ ３８ １

４７ ３９ １１ ３９ １
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４８ ４０ １２ ４０ １

４９ ４１ １３ ４１ １

５０ ４１ １４ ４２ １

５１ ４２ １５ ４３ １

５２ ４２ １６ ４４ １

５３ ４３ １７ ４５ １

５４ ４３ １８ ４６ １

５５ ４４ １９ ４７ １

５６ ４４ ２０ ４８ １

５７ ４５ ２１ ４９ １

５８ ４６ ２２ ５０ ２

５９ ４７ ２３ ５１ ３

６０ ４８ ２４ ５２ ４

６１ ４９ ２５ ５３ ５

６２ ４９ ２６ ５４ ６

６３ ５０ ２７ ５５ ７

６４ ５０ ２８ ５６ ８

６５ ５１ ２９ ５７ ９

６６ ５１ ３０ ５８ １０

６７ ５２ ３１ ５９ １１

６８ ５２ ３２ ６０ １２

６９ ５３ ３３ ６１ １３

７０ ５３ ３４ ６２ １４

７１ ５４ ３５ ６３ １５

７２ ５４ ３６ ６４ １６

７３ ５５ ３７ ６５ １７

７４ ５５ ３８ ６６ １８

７５ ５６ ３９ ６７ １９

７６ ５６ ４０ ６８ ２０

７７ ５７ ４１ ６９ ２１

７８ ５７ ４２ ７０ ２２

７９ ５８ ４３ ７１ ２３

８０ ５８ ４４ ７２ ２４

８１ ５９ ４５ ７３ ２５

８２ ５９ ４６ ７４ ２５

８３ ６０ ４７ ７５ ２６

８４ ６０ ４８ ７６ ２６

８５ ６１ ４９ ７７ ２７

８６ ６１ ５０ ７８ ２７

８７ ６１ ５１ ７９ ２８

８８ ６２ ５２ ８０ ２８

８９ ６２ ５３ ８１ ２９

９０ ６２ ５４ ８２ ２９

９１ ６３ ５５ ８３ ３０

９２ ６３ ５６ ８４ ３０

９３ ６３ ５７ ８５ ３１

９４ ６４ ５８ ８６ ３１

９５ ６４ ５９ ８７ ３２

９６ ６４ ６０ ８８ ３２

９７ ６５ ６１ ８９ ３３

９８ ６５ ６１ ９０ ３３

９９ ６５ ６２ ９１ ３４

１００ ６５ ６２ ９２ ３４

１０１ ６６ ６３ ９３ ３５

１０２ ６６ ６３ ９４ ３５

１０３ ６６ ６４ ９５ ３６

１０４ ６６ ６４ ９６ ３６

１０５ ６７ ６５ ９７ ３７

１０６ ６７ ６６ ９８

１０７ ６７ ６７ ９９

１０８ ６７ ６８ １００

１０９ ６８ ６９ １０１

１１０ ６８ ７０

１１１ ６８ ７１

１１２ ６８ ７２

１１３ ６９ ７３
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１１４ ６９ ７３

１１５ ６９ ７４

１１６ ６９ ７４

１１７ ７０ ７５

１１８ ７０ ７５

１１９ ７０ ７６

１２０ ７０ ７６

１２１ ７１ ７７

１２２ ７１ ７８

１２３ ７１ ７９

１２４ ７１ ８０

１２５ ７２ ８１

１２６ ８１

１２７ ８２

１２８ ８２

１２９ ８３

１３０ ８３

１３１ ８４

１３２ ８４

１３３ ８５

１３４ ８６

１３５ ８７

１３６ ８８

１３７ ８９

１３８ ８９

１３９ ９０

１４０ ９０

１４１ ９１

１４２ ９１

１４３ ９２

１４４ ９２

１４５ ９３

１４６ ９４

１４７ ９５

１４８ ９６

１４９ ９７

（北海道職員等の旅費支給規則の一部改正）
第２条 北海道職員等の旅費支給規則（北海道人事委員会規則７－６）の一部を次のように
改正する。
別表第１（その１）を次のように改める。

別表第１（その１）（第２条関係）
行政職給料表の各級に相当する他の給料表の職務の級

行政職
給料表

公 安 職
給 料 表

海 事 職
給 料 表

教育職給料表
（高校）

教育職給料表
（中・小）

研 究 職
給 料 表

医 療 職
給 料 表 �

医 療 職
給 料 表 �

医 療 職
給 料 表 � その他

１０ 級

９ 級 ５級の５号
俸以上 ４ 級

８ 級 ９ 級 ４ 級 ５級の４号
俸以下

３級の５号
俸以上

７ 級 ８ 級 ３ 級
４級
３級の１７号俸
以上

３級の４号
俸以下 ７ 級 ７ 級

６ 級 ７ 級

２級の４９号俸
以上

３級の９号俸
から１６号俸ま
で
特２級の２５号
俸以上

４級
３級の１３号
俸以上

２級の１３号
俸以上

６ 級 ６ 級

５ 級 ６ 級 ５ 級

２級の４１号俸
から４８号俸ま
で

３級の８号俸
以下
特２級の１７号
俸から２４号俸
まで
２級の５３号俸
以上

３級の５号
俸から１２号
俸まで

２級の９号
俸から１２号
俸まで

５ 級 ５ 級

４ 級 ５ 級 ４ 級

２級の３７号俸
から４０号俸ま
で

特２級の９号
俸から１６号俸
まで
２級の４５号俸
から５２号俸ま
で

３級の４号
俸以下

２級の８号
俸以下
１級の２５号
俸以上

３ 級 ４ 級 ３ 級

２級の２５号俸
から３６号俸ま
で

特２級の８号
俸以下
２級の３７号俸
から４４号俸ま
で

２級の２５号
俸以上

１級の１３号
俸から２４号
俸まで

４級
３級の５号
俸以上

４級
３級の５号
俸以上

２ 級

３級の９号
俸以上
２級の３３号
俸以上
１級の４１号
俸以上

２級の９号
俸以上

２級の９号俸
から２４号俸ま
で
１級の４１号俸
以上

２級の２１号俸
から３６号俸ま
で
１級の４１号俸
以上

２級の９号
俸から２４号
俸まで
１級の４５号
俸以上

１級の１２号
俸以下

３級の４号
俸以下
２級の９号
俸以上

３級の４号
俸以下
２級の２９号
俸以上
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１ 級

３級の８号
俸以下
２級の３２号
俸以下
１級の４０号
俸以下

２級の８号
俸以下
１級

２級の８号俸
以下
１級の４０号俸
以下

２級の２０号俸
以下
１級の４０号俸
以下

２級の８号
俸以下
１級の４４号
俸以下

２級の８号
俸以下
１級

２級の２８号
俸以下
１級

賃金を
もって
雇用さ
れる者

備考 １ この表中「教育職給料表（高校）」とは、学校職員給与条例第５条第１項第２号アに規定する教育職給料表�をいう。
２ この表中「教育職給料表（中・小）」とは、学校職員給与条例第５条第１項第２号イに規定する教育職給料表�及び市町
村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７９号）第２条第１項に規定する教
育職給料表をいう。
３ この表中「医療職給料表�」とは、道職員給与条例第４条第１項第４号ウに規定する医療職給料表�（警察職員給与条例
第５条第１項第５号に規定する医療職給料表を含む。）をいう。
４ この表中「その他」とは、賃金をもって雇用される者のうち、給料が日額で定められている者をいう。

別表第１（その２）中

「
４ 級
３ 級

２ 級
」

を

「
４ 級
３ 級

特２級
２ 級

」

に改める。

（船員等の旅費の支給に関する規則の一部改正）
第３条 船員等の旅費の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－８５）の一部を次のよ
うに改正する。
第５条第２項を削る。
別表第１を次のように改める。

別表第１（第３条関係）

区 分 航 海 日 当
海事職
給料表

行政職
給料表

公安職
給料表

教 育 職
給 料 表
（高校）

教 育 職
給 料 表
（中・小）

研 究 職
給 料 表

医 療 職
給料表�

医 療 職
給料表�

医 療 職
給料表� 第１区 第２区 第３区 第４区

５ 級
４ 級

１０ 級
９ 級
８ 級
７ 級
６ 級
５ 級
４ 級

９ 級
８ 級
７ 級
６ 級
５ 級

４ 級
３ 級
２級の３７
号俸以上

４ 級
３ 級
特２級の
９号俸以
上
２級の４５
号俸以上

５ 級
４ 級
３ 級

４ 級
３ 級
２ 級
１級の２５
号俸以上

７ 級
６ 級
５ 級

７ 級
６ 級
５ 級

円

１，０９０

円

１，６４０

円

２，０５０

円

３，０８０

３ 級 ３ 級 ４ 級 ２級の２５
号俸から
３６号俸ま
で

特２級の
８号俸以
下
２級の３７

２級の２５
号俸以上

１級の１３
号俸から
２４号俸ま
で

４ 級
３級の５
号俸以上

４ 級
３級の５
号俸以上

９１０ １，３７０ １，７１０ ２，５７０

号俸から
４４号俸ま
で

２ 級
１ 級

２ 級
１ 級

３ 級
２ 級
１ 級

２級の２４
号俸以下
１ 級

２級の３６
号俸以下
１ 級

２級の２４
号俸以下
１ 級

１級の１２
号俸以下

３級の４
号俸以下
２ 級
１ 級

３級の４
号俸以下
２ 級
１ 級

７５０ １，１３０ １，４１０ ２，１２０

備考 １ この表中「教育職給料表（高校）」とは、北海道学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７８
号。以下「学校職員給与条例」という。）第５条第１項第２号アに規定する教育職給料表�をいう。
２ この表中「教育職給料表（中・小）」とは、学校職員給与条例第５条第１項第２号イに規定する教育職給
料表�及び市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の給与に関する条例（昭和２７年北海道条例第７９
号）第２条第１項に規定する教育職給料表をいう。
３ この表中「医療職給料表�」とは、道職員給与条例第４条第１項第４号ウに規定する医療職給料表�（警
察職員給与条例第５条第１項第５号に規定する医療職給料表を含む。）をいう。
４ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１４年北海道条例第６７号）第２条第１項又は一般職の任期
付研究員の採用等に関する条例（平成１２年北海道条例第１２１号）第３条の規定により任期を定めて採用された
職員に対するこの表の適用については、当該職員が北海道職員等の旅費支給規則（北海道人事委員会規則７
―６）第２条の規定による行政職給料表の各職務の級に相当する職務の級を受けているものとみなす。
５ 船長及び水産課程の実習担当教諭に対しては、航海日当定額の５割相当額を、副船長、実習管理監及び機
関長に対しては、航海日当定額の２割相当額をそれぞれ加算するものとする。この場合において、加算する
額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。
６ 東経１３８度北緯４６度、東経１４４度北緯４１度２０分、東経１６０度北緯４１度２０分、東経１６０度北緯６０度及び東経１３８度
北緯６０度の各点を順次に結んでできる折線に囲まれた海域（港則法施行令（昭和４０年政令第２１９号）第１条に
規定する港の区域を除く。）を１２月１日から翌年の３月３１日までの間に航行する場合は、当該海域を航行す
る日に限り、航海日当定額の５割相当額を加算するものとする。この場合において、加算する額に１円未満
の端数があるときは、前項後段の規定を準用する。

（北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正）
第４条 北海道学校職員等の特殊勤務手当の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－
２８）の一部を次のように改正する。
第２条第１項中「中等教育学校の校長」の次に「、副校長」を、「小学校の校長、教
頭」の次に「、主幹教諭」を加える。
（給料の調整額に関する規則の一部改正）
第５条 給料の調整額に関する規則（北海道人事委員会規則７－１８８）の一部を次のように
改正する。

「

３ 級

９，６００円

「

特２級 ３ 級

９，６００円
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９，４００円

１０，６００円

１２，０００円

１１，６００円

１０，９００円

１４，５００円

９，１００円

９，７００円

９，４００円

１０，６００円

１２，０００円

１１，２００円 １１，６００円

１０，９００円

１４，５００円

９，１００円

９，７００円

別表第２中

」

を

」

に改める。

（管理職手当に関する規則の一部改正）
第６条 管理職手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－２６７）の一部を次のように改
正する。
別表第１イの表高等学校の項、中等教育学校の項及び特別支援学校の項中

「校長」を「校長副校長」に改める。

（給与の支給に関する規則の一部改正）
第７条 給与の支給に関する規則（北海道人事委員会規則７－２８０）の一部を次のように改
正する。
別表第２高等学校教育職給料表中学校及び小学校教育職給料表の項中

「

職務の級３級の職員 １００分の１０

」

を

「
職務の級３級及び特２級の
職員

１００分の１０（人事委員会が別
に定める職員にあっては１００
分の１５）

」

に改める。

（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）
第８条 給料表の適用範囲に関する規則（北海道人事委員会規則７－４０４）の一部を次のよ
うに改正する。

第３条第１項中「校長」の次に「、副校長」を加える。
第４条第１項第１号中「教頭」の次に「、主幹教諭」を加える。
（義務教育等教員特別手当に関する規則の一部改正）
第９条 義務教育等教員特別手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－４６２）の一部を
次のように改正する。

「
３ 級

円
８，４００
８，８００
９，１００
９，８００
１０，１００

１０，４００
１０，７００
１１，１００
１１，４００
１１，７００

１１，９００
１２，２００
１２，６００
１２，９００
１３，２００

１３，５００
１３，７００
１４，０００
１４，２００
１４，４００

１４，６００
１４，８００
１４，９００
１５，１００
１５，１００

１５，１００
１５，１００

「
特 ２ 級 ３ 級

円 円
６，８００
７，４００
７，７００
７，９００
８，７００

８，４００
８，８００
９，１００
９，８００
１０，１００

９，０００
９，３００
９，９００
１０，１００
１０，７００

１０，４００
１０，７００
１１，１００
１１，４００
１１，７００

１０，９００
１１，１００
１１，４００
１１，６００
１２，０００

１１，９００
１２，２００
１２，６００
１２，９００
１３，２００

１２，２００
１２，７００
１２，９００
１３，１００
１３，４００

１３，５００
１３，７００
１４，０００
１４，２００
１４，４００

１３，６００
１３，７００
１３，９００
１４，１００
１４，３００

１４，６００
１４，８００
１４，９００
１５，１００
１５，１００

１４，４００
１４，４００
１４，５００

１５，１００
１５，１００

別表第１中 を に改める。
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１０，１００

」

８，９００ １０，１００

」

附 則

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この規則による改正後の北海道職員等の旅費支給規則及び船員等の旅費の支給に関する

規則の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行及び同日前に出発し、かつ、同日

以後に完了する旅行のうち同日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち

同日前の期間に対応する分及び同日前に完了した旅行については、なお従前の例による。

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則１３－６９

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４２）の一部を次

のように改正する。

第３条第２項及び第３項中「半日勤務時間の割振り変更」を「４時間の勤務時間の割振り

変更」に改める。

第３条の２第１項を次のように改める。

任命権者は、条例第６条第２項の規定に基づき、次に掲げる場合に該当する職員から申出

があり、かつ、公務の運営に支障がないと認められるときは、当該職員の休憩時間を４５分と

することができる。

� 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者でその子の親であるも

のが、常態としてその子を養育することができるものとして次に掲げる場合のいずれに

も該当する者である職員を除く。次号において同じ。）が当該子を養育する場合

ア 就業していない場合（就業日数が１月について３日以下の場合を含む。）

イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該子を養育することが困難な
状態にない場合
ウ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定がなく、又は産
後８週間を経過している場合

� 小学校に就学している子のある職員が当該子を送迎するため、その住居以外の場所に
赴く場合

� 条例第１６条第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」と
いう。）を介護する職員が要介護者を介護する場合

� 交通機関を利用して通勤した場合に、出勤について職員の住居を出発した時刻から始
業の時刻までの時間と退勤について終業の時刻から職員の住居に到着するまでの時間を
合計した時間（人事委員会が別に定める時間に限る。）が、始業の時刻を遅らせ、又は
終業の時刻を早めることにより３０分以上短縮されると認められる場合（始業及び終業の
時刻を変更することにより、当該合計した時間を３０分以上短縮できる場合を除く。）

� 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が当該女子職員の母体又は
胎児の健康保持に影響があると認められる場合
第３条の２第２項中「第６条第２項」を「第６条第３項」に改め、同項を同条第５項とし、
同条第１項の次に次の３項を加える。
２ 前項の申出をした職員において、前項各号に掲げる場合に該当しないこととなる事由が
生じた場合には、当該職員は遅滞なく、その旨を任命権者に届出なければならない。
３ 任命権者は、第１項の申出及び前項の届出について確認する必要があると認めるときは、
証明書類の提出を求めるなどその内容について確認することができる。
４ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３４条第２項本文の規定の適用を受ける職員のうち
条例第６条第３項の規定により任命権者が休憩時間を一斉に与えないことができる職員は、
人事委員会が別に定める機関に勤務する職員とする。
第３条の２の次に次の１条を加える。
（休息時間）
第３条の３ 条例第７条の休息時間は、できる限り始業の時刻からその直後の休憩時間の始
まる時刻まで、休憩時間の終わる時刻からその直後の休憩時間の始まる時刻まで若しくは
終業の時刻の直前の休憩時間の終わる時刻から終業の時刻までの間における正規の勤務時
間がそれぞれおおむね４時間である場合又は始業の時刻から終業の時刻まで連続する正規
の勤務時間がおおむね４時間である場合に、これらの正規の勤務時間に１５分を置くものと
する。ただし、１回の勤務における休息時間は、当該勤務に割り振られた勤務時間を考慮
して２回以内において人事委員会が定める回数とする。
２ 休息時間は、正規の勤務時間に含まれるものとし、これを与えられなかった場合におい
ても、繰り越されることはない。
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第６条の２第２号中「１６０時間」を「１５５時間」に、「４０時間」を「３８時間４５分」に、「８
時間」を「７時間４５分」に改める。
第９条第１項に次のただし書を加える。
ただし、年次有給休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、当該残日数
に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。
第９条第２項を削り、同条第３項第１号中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項第２
号ア中「４時間」を「３時間５５分」に改め、同号イ中「５時間」を「４時間５５分」に改め、
同号ウ中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項第３号中「１時間未満」を「１分未満」
に改め、同項第４号中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項を同条第２項とする。
第１１条第１項第２号中「証人」を「裁判員、証人」に改め、同項第５号中「６日」を「５
日」に改め、同項第６号及び第７号を次のように改める。
�及び� 削除
第１１条第１項第１７号中「配偶者又は一親等の血族」を「父母」に改め、同項第２０号中「必
要と認められる」を「７日の範囲内の」に改め、同項第２３号を削り、同条第４項中「休暇」
の次に「（以下この条において「特定休暇」という。）」を加え、同項に次のただし書を加
える。
ただし、特定休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、当該残日数に１
時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。
第１１条第６項中「８時間以上」を「７時間４５分以上」に改め、同条第７項中「第１項第１３
号から第１５号までの休暇」を「特定休暇」に改め、同項第１号中「８時間」を「７時間４５
分」に改め、同項第２号中「８時間」を「７時間４５分」に、「１時間未満」を「１分未満」
に改め、同項第３号中「８時間」を「７時間４５分」に改める。
第１３条第５項中「第１項第１３号から第１５号までの休暇」を「特定休暇」に改める。
第２２条中「第３項まで」の次に「、第３条の３第１項」を、「振替等」の次に「、休息時
間」を加える。
別表第２の�の項及び	の項中「８時間」を「７時間４５分」に改める。
別表第３の配偶者の項中「１０日」を「７日」に改める。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
（再任用短時間勤務職員に関する経過措置）
２ 北海道職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（平成２１年北海道条
例第１４号）附則第２項に規定する再任用短時間勤務職員に対するこの規則による改正後の
北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（以下「新規則」という。）第３条の２第１
項の規定の適用については、当分の間、同項中「ときは」とあるのは、「とき、又は北海

道職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（平成２１年北海道条例第１４
号）附則第２項に規定する再任用短時間勤務職員から申出があり、かつ、他の職員の勤務
の形態との権衡上必要があると認められるときは」と読み替えるものとする。
３ 条例第２条第３項に規定する再任用短時間勤務職員で４週間の勤務時間の合計が１１６時
間１５分となるものに付与される年次有給休暇の日数については、新規則第６条の２の規定
にかかわらず、当分の間、２０日とする。
（特別休暇に関する経過措置）
４ 新規則第１１条第１項第５号、第１６号、第１７号及び第２０号の規定は、この規則の施行の日
以後に任命権者が承認する特別休暇について適用し、同日前に承認された特別休暇につい
ては、なお従前の例による。
（一般職の任期付研究員の採用等に関する規則の一部改正）
５ 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（北海道人事委員会規則１８－０）の一部を
次のように改正する。
第１０条中「午後０時１５分」を「正午」に改める。

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１３－７０

北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則１３－４３）の一部
を次のように改正する。
第３条第２項及び第３項中「半日勤務時間の割振り変更」を「４時間の勤務時間の割振り
変更」に改める。
第３条の２第１項を次のように改める。
教育委員会は、条例第７条第２項の規定に基づき、次に掲げる場合に該当する職員から
申出があり、かつ、公務の運営に支障がないと認められるときは、当該職員の休憩時間を
４５分とすることができる。
� 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者でその子の親であるも
のが、常態としてその子を養育することができるものとして次に掲げる場合のいずれに
も該当する者である職員を除く。次号において同じ。）が当該子を養育する場合
ア 就業していない場合（就業日数が１月について３日以下の場合を含む。）
イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該子を養育することが困難な
状態にない場合
ウ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定がなく、又は産
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後８週間を経過している場合
� 小学校に就学している子のある職員が当該子を送迎するため、その住居以外の場所に
赴く場合

� 条例第１６条第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」と
いう。）を介護する職員が要介護者を介護する場合

� 交通機関を利用して通勤した場合に、出勤について職員の住居を出発した時刻から始
業の時刻までの時間と退勤について終業の時刻から職員の住居に到着するまでの時間を
合計した時間（人事委員会が別に定める時間に限る。）が、始業の時刻を遅らせ、又は
終業の時刻を早めることにより３０分以上短縮されると認められる場合（始業及び終業の
時刻を変更することにより、当該合計した時間を３０分以上短縮できる場合を除く。）

� 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が当該女子職員の母体又は
胎児の健康保持に影響があると認められる場合
第３条の２第２項中「第７条第２項」を「第７条第３項」に改め、同項を同条第５項とし、
同条第１項の次に次の３項を加える。
２ 前項の申出をした職員において、前項各号に掲げる場合に該当しないこととなる事由が
生じた場合には、当該職員は遅滞なく、その旨を教育委員会に届出なければならない。
３ 教育委員会は、第１項の申出及び前項の届出について確認する必要があると認めるとき
は、証明書類の提出を求めるなどその内容について確認することができる。
４ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３４条第２項本文の規定の適用を受ける職員のうち
条例第７条第３項の規定により教育委員会が休憩時間を一斉に与えないことができる職員
は、人事委員会が別に定める学校に勤務する職員とする。
第６条の２第２号中「１６０時間」を「１５５時間」に、「４０時間」を「３８時間４５分」に、「８
時間」を「７時間４５分」に改める。
第９条第１項に次のただし書を加える。
ただし、年次有給休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、当該残日数
に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。
第９条第２項を削り、同条第３項第１号中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項第２
号ア中「４時間」を「３時間５５分」に改め、同号イ中「５時間」を「４時間５５分」に改め、
同号ウ中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項第３号中「１時間未満」を「１分未満」
に改め、同項第４号中「８時間」を「７時間４５分」に改め、同項を同条第２項とする。
第１１条第１項第２号中「証人」を「裁判員、証人」に改め、同項第５号中「６日」を「５
日」に改め、同項第６号及び第７号を次のように改める。
�及び� 削除
第１１条第１項第１７号中「配偶者又は一親等の血族」を「父母」に改め、同項第２０号中「必
要と認められる」を「７日の範囲内の」に改め、同項第２３号を削り、同条第４項中「休暇」

の次に「（以下この条において「特定休暇」という。）」を加え、同項に次のただし書を加
える。
ただし、特定休暇の残日数のすべてを使用しようとする場合において、当該残日数に１
時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。
第１１条第６項中「８時間以上」を「７時間４５分以上」に改め、同条第７項中「第１項第１３
号から第１５号までの休暇」を「特定休暇」に改め、同項第１号中「８時間」を「７時間４５
分」に改め、同項第２号中「８時間」を「７時間４５分」に、「１時間未満」を「１分未満」
に改め、同項第３号中「８時間」を「７時間４５分」に改める。
第１３条第５項中「第１項第１３号から第１５号までの休暇」を「特定休暇」に改める。
別表第２の�の項及び	の項中「８時間」を「７時間４５分」に改める。
別表第３の配偶者の項中「１０日」を「７日」に改める。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
（再任用短時間勤務職員に関する経過措置）
２ 北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（平成２１年北海
道条例第３４号）附則第２項に規定する再任用短時間勤務職員に対するこの規則による改正
後の北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（以下「新規則」という。）第３条
の２第１項の規定の適用については、当分の間、同項中「ときは」とあるのは、「とき、
又は北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（平成２１年北
海道条例第３４号）附則第２項に規定する再任用短時間勤務職員から申出があり、かつ、他
の職員の勤務の形態との権衡上必要があると認められるときは」と読み替えるものとする。
３ 条例第２条に規定する再任用短時間勤務職員で４週間の勤務時間の合計が１１６時間１５分
となるものに付与される年次有給休暇の日数については、新規則第６条の２の規定にかか
わらず、当分の間、２０日とする。
（特別休暇に関する経過措置）
４ 新規則第１１条第１項第５号、第１６号、第１７号及び第２０号の規定は、この規則の施行の日
以後に教育委員会が承認する特別休暇について適用し、同日前に承認された特別休暇につ
いては、なお従前の例による。

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１４－５４

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
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管理職員等の範囲を定める規則（北海道人事委員会規則１４－１）の一部を次のように改正
する。
別表知事部局の項中央乳児院の事項を削り、同項向陽学院の事項及び大沼学園の事項中
「庶務課長」を「庶務課長 自立支援課長」に改め、同項食品加工研究センターの事項中
「総務課長」を「総務課長 研究参事」に改め、同項競馬事務所の事項を削り、同表教育庁
の項本庁の事項中「教職員課の教員の評価制度に係る事務を担当する主査 給与課の給与及
び旅費の制度に係る事務を担当する主査」を「給与課の給与及び旅費の制度に係る事務を担
当する主査」に改め、同項教育研究所の事項中「庶務課長」を「管理課長 研究主幹」に、
「センター長」を「センター長 センター次長」に改め、同項理科教育センターの事項を削
り、同項中

「
高等学校 校長 教頭 事務長

中等教育学校

特別支援学校
」

を

「
高等学校 校長 副校長 教頭 事務長

中等教育学校

特別支援学校
」

に改め、

同表監査委員事務局の項中「課長」を「課長 監査参事 専門参事」に改める。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則１６－１５

公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則（北海道人事委員会規則１６－１）の
一部を次のように改正する。
別表第１を次のように改める。
別表第１（第２条関係）
公立大学法人札幌医科大学

財団法人アイヌ文化振興・研究推進機構（平成９年６月２７日に財団法人アイヌ文化振興・
研究推進機構という名称で設立された法人をいう。）
財団法人新千歳空港周辺環境整備財団（平成６年６月１日に財団法人新千歳空港周辺環境
整備財団という名称で設立された法人をいう。）
財団法人北海道科学技術総合振興センター（昭和６３年６月２日に財団法人北海道地域技術
振興センターという名称で設立された法人をいう。）
財団法人北海道建設技術センター（平成５年５月１２日に財団法人北海道建設技術センター
という名称で設立された法人をいう。）
財団法人北海道公立学校教職員互助会（昭和５１年１０月２５日に財団法人北海道公立学校教職
員互助会という名称で設立された法人をいう。）
財団法人北海道地域総合振興機構（昭和６３年７月１日に財団法人北海道地域総合振興機構
という名称で設立された法人をいう。）
財団法人北海道農業開発公社（昭和４５年６月１日に財団法人北海道農業開発公社という名
称で設立された法人をいう。）
社会福祉法人北海道社会事業協会
社団法人釧路市医師会（昭和２３年２月９日に社団法人釧路市医師会という名称で設立され
た法人をいう。）
社団法人北海道観光振興機構（昭和３７年９月２７日に社団法人北海道観光連盟という名称で
設立された法人をいう。）
社団法人北海道軽種馬振興公社（昭和５１年７月５日に社団法人北海道軽種馬振興公社とい
う名称で設立された法人をいう。）
社団法人北海道国際農業交流協会（昭和６３年４月１日に社団法人北海道国際農業交流協会
という名称で設立された法人をいう。）
社団法人北方圏センター（昭和４７年１月２８日に社団法人北方圏センターという名称で設立
された法人をいう。）
北海道厚生農業協同組合連合会
北海道住宅供給公社
北海道土地開発公社
北海道土地改良事業団体連合会
北海道農業会議
別表第２中「株式会社ＨＡＲＰ」を削る。
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

北海道人事委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則をここに公布する。
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平成２１年３月３１日
北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

北海道人事委員会規則１－１０

北海道人事委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則
北海道人事委員会規則の左横書きの実施等に関する規則（平成１５年人事委員会規則第１―
８号）は廃止する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

道 人 事 委 員 会 告 示

北海道人事委員会告示第４号

昭和４８年北海道人事委員会告示第６号（北海道職員の給料表の適用範囲に関する規則に基

づく給料表の適用範囲指定）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

第１項第６号及び第７号中「生涯学習部」を削り、同項第８号中「部長、副部長又は附属

情報処理教育センター長である」を削る。

北海道人事委員会告示第５号

平成１３年北海道人事委員会告示第１３号（へき地学校及びその級別の指定）の一部を次のよ

うに改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則

渡島支庁管内の項中
「
七飯町字東大沼 東大沼小学校 １

」
を

「
七飯町字東大沼
七飯町字西大沼
七飯町字西大沼

東大沼小学校
大沼小学校鈴蘭谷分校
大沼中学校鈴蘭谷分校

１
１
１

」

に改

め、網走支庁管内の項中
「
遠軽町瀬戸瀬東町 瀬戸瀬小学校 １

」
を

「
遠軽町瀬戸瀬東町
遠軽町留岡
遠軽町留岡

瀬戸瀬小学校
東小学校望の岡分校
遠軽中学校望の岡分校

１
１
１

」

に改

める。

北海道人事委員会告示第６号

平成１３年北海道人事委員会告示第１４号（へき地学校に準ずる学校の指定）の一部を次のよ
うに改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
網走支庁管内の項中「紋別養護学校きたみ学園分校」を「北見支援学校」に改める。

北海道人事委員会告示第７号

平成１３年北海道人事委員会告示第１５号（特別の地域に所在する学校の指定）の一部を次の
ように改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月３１日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
釧路支庁管内の項中「厚岸水産高等学校」を「厚岸翔洋高等学校」に改める。

北 海 道 公 報 号外第�号 １５平成２１年３月３１日（火曜日）



毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

１６北 海 道 公 報 号外第�号平成２１年３月３１日（火曜日）


